





































sich) として議論されてきた問題である (Reichers 1996)。
第二次世界大戦後においては、すでにローマン (Lohmann, M.) が、1961
年の論文で企業を制度としてとらえ「企業それ自体」という概念を提示して
いる (Lohmann 1961)。さらに70年代以降、コジオール学派のシュミット
(Schmidt, R.-B.) やシュミーレヴィッチ (Chmielewicz, K.)、またエアランゲ




















































いる (Lehmann 1954, S. 11, Nicklisch 1932, S. 280, 527, 540)。また70年代に
はシュミットとシュミーレヴィッチが利益概念にかわる経営成果概念と付加





























































トロールおよび透明性に関する法律」(Gesetz zur Kontrolle und Transparenz





















































































出所：Statistisches Jahrbuch 2011, S. 613.
(2009年)

























合 計 3,135,542 100.00 100.00
ここで大企業の資本の所有形態を付加価値最大100社についてみることに




出所：Monopolkommission 2010, S. 116.






































出所：Monopolkommission 2010, S. 145.


































例えば2008年についてみると第８位の Robert Bosch GmbH では、同族の所
有者が、99％所有しているし、第34位の Bertelsmann AG では、同族の所有
者が、100％所有している。またヨーロッパ会社 (SE)である第38位の
Porsche Automobil SE でも、同族の所有者が100％所有している。これらの
場合には、所有者利害が直接、代表されることになる。また外資系企業の場
合にも、親会社がほぼ100％所有している。同じく2008年でみると第15位の
Vodafone-Gruppe Deutschland (Vodafone D2 GmbH) では、親会社が100％所
有しており、第36位の IBM-Gruppe Deutschland (IBM Deutschland GmbH)
や第37位の Ford-Gruppe Deutschland (Ford-Werke GmbH) でも親会社が100
％所有している。これらの会社は、株式会社形態ではなく、有限会社形態で
はあるが、この場合にも親会社の利害が貫徹することになる (Mono-
polkommission 2010, S. 133 ff.)。また資本所有が資本所有者に集中している
要因は、ドイツでは企業が一般的にコンツェルン形態を採用しており、単独
の個別企業は、むしろ例外的である点にある (Gerum 2007, S. 53 f.)。特に上
場企業のコンツェルン化の程度はかなり高く、また親会社の子会社に対する
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パ会社では管理機関 (Verwaltungsorgan) のみの一元制システム (ボード・



























































ドイツの保険会社である Allianz AG である。2006年２月の臨時株主総会で
ドイツの株式会社からヨーロッパ会社への変更が承認され、2006年10月13日
に Allianz SE が新たに誕生した。このヨーロッパ会社への企業形態の変更
によってそれまで複雑であったコンツェルンの組織構造は、かなり簡素化さ
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